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本レポートは、古河電気工業（以下、古河電工）が長期経営ビジョンの中核に据える生成 AI の
戦略的導入について、詳細な分析を提供するものである。「AI プロモーター」制度を通じた広

範かつ民主的な AI リテラシーの向上と、研究開発・製造領域における専門的で影響力の大きい

応用という、洗練された「バーベル戦略」を遂行している点が特徴的である。 

この戦略において最も重要かつ先進的な要素は、同社が推進する「攻めの知財戦略」と生成 AI
の統合に向けた初期段階の取り組みである。生成 AI を用いて「技術資産を可視化する」という

目標は、単なる技術導入に留まらないパラダイムシフトを意味する。これにより、同社が保有

する膨大な知的資本を、静的で防御的な資産から、イノベーションと競争インテリジェンスを

生み出す動的なエンジンへと変革することを目指している。 

本分析から得られた主要な洞察は、古河電工のアプローチが、強力なトップダウンのリーダー

シップ、AI 施策と経営上の重要業績評価指標（KPI）との明確な連携、そして組織文化の変革

を企図した構造的なプログラムによって特徴づけられている点である。「AI プロモーター」制

度は、利用率の向上という点で初期的な成功を収めている。一方で、知的財産領域における生

成 AI の活用は、まだ概念形成に近い極めて初期の段階にあり、これは巨大な機会と同時に重大

な実行リスクを内包していることを示唆する。 

この統合された AI- IP 戦略が成功裏に実行されれば、イノベーションサイクルの加速、独自デ

ータに眠る潜在的価値の解放、そして市場戦略におけるより俊敏でデータ駆動型のアプローチ

の実現を通じて、古河電工は持続可能で強力な競争優位性を構築する可能性がある。本レポー

トは、この戦略を解き明かし、そのポテンシャルを評価するとともに、実行に向けた実践的な

提言を行うものである。 

 



第 1 章 戦略的背景：ビジョン 2030 の柱としての DX と

AI 
 

古河電工の AI への取り組みは、独立した技術プロジェクトではなく、トップダウンで策定され

た長期経営戦略に深く組み込まれている。 

 

1.1. ビジョン 2030 へのマイルストーンとしての「25 中計」 
 

古河電工の経営戦略は、長期的な「ビジョン 2030」を指針とし、「2022-2025 中期経営計

画」（以下、25 中計）を通じて具体化されている 1。この計画の主要な柱は、既存事業の収益

最大化と、決定的に重要な「新事業創出に向けた基盤整備」である 1。 

これらの目標を支えるため、DX 投資は環境対応投資と並び、全社的な視点で確保される戦略

的投資として明確に位置づけられている 1。これは、経営層がデジタル基盤の構築に強くコミッ

トしていることを示している。 

 

1.2. 変革のエンジン：DX&イノベーションセンター（DXIC） 
 

DXIC は、このビジョンを実行するための中核組織であり、DX の企画、AI/IoT ソリューション

の構築、ICT 基盤の整備を担っている 3。 

この組織の沿革は、同社の戦略的な進化を物語っている。2017 年に研究開発本部内で AI/IoT
活用を推進する課として発足し、ボトムアップでのユースケース創出から始まった。2020 年

4 月にはデジタルイノベーションセンター（DIC）として部門化され、2022 年 4 月には企画機

能を強化するために戦略本部に移管された。そして 2023 年 4 月、ICT 戦略企画部と統合し、

現在の DXIC 体制となった 3。この変遷は、実験的な取り組みから、企業全体の戦略的実行を担

う統合組織へと、意図的に移行してきたことを示している。 

25 中計における DXIC の主要な焦点は「モノづくり DX」であり、製造能力を向上させるため

の影響力の大きい施策に注力している 3。 

 



1.3. 根源的な課題と DX 推進の 4 本柱 
 

同社は、DX の目標達成を妨げかねない根源的な課題として、工場系システムの老朽化、デー

タ化の遅れ、デジタル活用度の低さ、そしてグループ IT ガバナンスの分散といった点を率直に

認識している 4。 

これに対処するため、古河電工は DX 推進の明確な 4 本柱を定めている。すなわち、1) 工場系

システムの刷新、2) データ蓄積とデータ活用の「当たり前化」、3) IT ガバナンスとセキュリテ

ィの強化、4) DX 推進組織である DXIC 自体の強化である 4。 

この DXIC の組織的進化は、同社が単なる技術導入ではなく、事業戦略と一体化したデジタル

トランスフォーメーションを本格的に推進している証左である。初期のボトムアップ型アプロ

ーチから学び、現在は経営戦略と直結した中央集権的な組織で体系的な変革を主導している。

これは、多くの企業が陥りがちな散発的なデジタル化の試みとは一線を画す。さらに、最新の

AI ツール導入に先立ち、レガシーシステムやデータサイロといった基盤的な課題に正面から取

り組む姿勢は、DX 戦略の成熟度を示している。先進的な分析や AI は、その土台となるデータ

とシステムの品質に依存することを理解しており、この methodical なアプローチは、長期的

な成功の確度を著しく高めるものである。 

 

第 2 章 「AI プロモーター」制度：全社的な AI 定着に向

けた拡張性あるモデル 
 

「AI プロモーター」制度は、全社的な AI 活用に不可欠な組織文化とスキルの変革を達成する

ための主要なメカニズムとして機能している。 

 

2.1. プログラムの設計と目的 
 

この制度の核となる目的は、生成 AI の全社的な日常業務での活用（常用化）を実現することに

ある 6。その戦略は、単にツールを配布するだけでなく、人間主導の積極的な支援体制を構築

することに重点を置いている。 

このプログラムは「伴走型サポート」と表現されており、トップダウンの命令ではなく、現場



に寄り添ったピア・ツー・ピア（同僚から同僚へ）のアプローチを採用していることを示唆し

ている 6。 

初期目標として、20 25 年 4 月から 80 名の「AI プロモーター」を育成することが掲げられて

いる 6。これらのプロモーターは、単なるプロンプト作成の技術専門家としてではなく、組織

改革を推進する重要な人材として位置づけられている 6。この普及を促進するために、同社は

汎用性の高い生成 AI ツール「OneFIT」を導入している 6。 

 

2.2. 初期成果と主要指標 
 

この取り組みは既に大きな成果を上げ始めている。2024 年時点で、このツールを体験した従

業員数は約 4,000 人に達している 6。 

さらに重要なのは、同社が成功を測る主要な指標を追跡している点である。日常的な活用率は

30%を超えており、これは従業員の相当数が初期の好奇心から実用的な日常業務での応用へと

移行したことを示している 6。 

 

2.3. 比較分析：製造業における「アンバサダー」モデル 
 

古河電工の「プロモーター」モデルは、大手製造業において技術導入を推進するために専門の

推進者を置くという潮流と一致している。 

● キリンホールディングスは同様のモデルを採用しており、各部門から選抜された「アンバ

サダー」が Microsoft Copilot の「伴走支援」を受け、その知見を自部署に持ち帰って活

用を推進する役割を担っている 7。 
● パナソニック インダストリーやダイハツ工業も、Copilot の展開において「伴走支援」を

活用し、主要な推進担当者を対象に実践的なスキルを育成し、導入を促進している 7。こ

れらのプログラムは、労働時間の大幅な削減といった具体的な成果を実証している 7。 

「AI プロモーター」制度は、技術導入における典型的な「ラストワンマイル問題」に対する洗

練された解決策である。ツールと e ラーニングを提供するだけでは、多くの場合、従業員の行

動変容には至らない。「伴走型サポート」というモデルは、ツールを知っているという段階か

ら、それを個々の日常業務に統合するという段階への橋渡しをするために設計されている。信

頼できる社内の専門家ネットワークを構築することで、古河電工は IT 部門からの指示よりもは

るかに文化変革に効果的な、有機的で同僚主導の普及を促進している。 



また、30 %という日常的な活用率は、単なる見栄えの良い数字以上の意味を持つ。これはプロ

グラムの成功と将来の投資収益率（ROI）を示す重要な先行指標である。この数字は、プロモ

ーターが効果的に価値を実証し、ツールが一部のアーリーアダプターを超えて「アーリーマジ

ョリティ」にまで浸透したことを示唆している。このレベルの日常的な利用が、企業規模での

具体的な生産性向上が現実のものとなり始める段階であり、プロモーター制度への投資そのも

のを正当化する根拠となる。 

 

第 3 章 生成 AI の実践：研究開発とオペレーションにお

ける現在の応用 
 

広範な普及戦略を補完するものとして、古社の AI 活用は特定の高付加価値領域にも及んでお

り、バランスの取れたアプローチが見て取れる。 

 

3.1. フラッグシップ・ユースケース：マテリアルズ・インフォマティクス

（MI） 
 

AI の最も顕著で戦略的に重要な応用分野は、材料開発である 3。 

その目標は、様々な材料や製品から統合されたデータを分析し、特性を予測する AI モデルを構

築することにある。これらのモデルは、新製品に求められる仕様を満たす新しい材料の「レシ

ピ」を生成するために活用される 3。 

この取り組みに対して設定された KPI は、新材料の開発期間を 20～50%大幅に短縮するとい

う野心的なものである 3。開発サイクルが長くコストのかかるこの業界において、これは競争

優位性を確立する上で極めて大きなポテンシャルを秘めている。 

 

3.2. 「モノづくり DX」ポートフォリオの拡充 
 

MI 以外にも、古河電工は製造およびオペレーション向けに AI を活用した一連のソリューショ

ンを開発している 3。 



● 画像解析: 目視検査を自動化し、品質管理を向上させるとともに、従業員をより付加価値

の高い業務へ再配置する。 
● プロセス最適化: AI モデルを用いてプロセスデータを分析し、結果を予測することで、生

産変動への迅速な対応を可能にする。 
● 異常検知: 設備や製造ラインにおける潜在的な問題を、ダウンタイムを引き起こす前に特

定する。 

 

3.3. 市場からのフィードバックループ：AI が需要を創出 
 

注目すべきは、世界的な生成 AI ブーム自体が、古河電工にとって新たな市場機会を創出してい

るという力学である。AI サーバーへの需要急増は、同社の高周波回路基板用銅箔の需要を直接

的に押し上げている 8。これにより、古河電工は AI エコシステムにおける消費者であると同時

に、主要な供給者でもあるという好循環が生まれている。 

古河電工の AI 投資戦略は、単一の領域に依存しない「バーベル戦略」として評価できる。一方

の極には、マテリアルズ・インフォマティクスのような、高い専門知識を要し、業界のゲーム

チェンジャーとなりうるハイリスク・ハイリターンな投資がある 3。もう一方の極には、「AI
プロモーター」制度を通じた従業員の生産性向上という、リスクが低く広範囲に効果が及ぶ投

資が存在する 6。このバランスの取れたポートフォリオ・アプローチは、AI 戦略全体のリスク

を低減し、組織全体での即時的かつ漸進的な利益と、中核的な研究開発能力における長期的で

変革的なブレークスルーの可能性の両方を確保するものである。 

 

第 4 章 知的財産フロンティア：生成 AI と「攻めの知財

戦略」の統合 
 

本章は、古河電工の戦略の中で最も先進的かつ変革の可能性を秘めた側面を分析する、本レポ

ートの中核部分である。 

 

4.1. 「攻めの知財」戦略の定義 
 



知的財産部で 10 年の勤務経験を持つ森平英也社長をはじめとする経営陣は、知的財産に対す

る同社のアプローチを根本的に転換しようとしている 9。 

この転換は、従来の防御的な「リスクミニマム」（権利侵害の防止に主眼を置く）の姿勢か

ら、知的財産を用いて事業機会を創出する proactive（積極的）かつ offensive（攻撃的）な

「チャンスマキシマム」戦略への移行を意味する 10。 

この戦略を推進する主要なツールが IP ランドスケープであり、これは特許や市場データを分

析して事業戦略や研究開発戦略に情報を提供するための手法である 9。この取り組みへのコミ

ットメントは、2025 年度までに主要な事業強化・新事業創出テーマのすべてに対して IP ラ

ンドスケープ実施率 100%を達成するという公式な KPI によって裏付けられている 1。 

 

4.2. 戦略の要：「技術資産の可視化」というコンセプト 
 

2024 年 2 月のインタビューで、藤崎晃執行役員研究開発本部長は、古河電工が生成 AI を用い

て**「技術資産を可視化」**することを検討し始めている、という極めて重要な発言を行った 
12。 

この発言は、同社の AI への取り組みと「攻めの知財戦略」とを結びつける概念的な架け橋であ

る。これは、社内に散在し、サイロ化されているであろう膨大な内部知識ベースから、生成 AI
を用いて洞察を抽出し、関連付け、表面化させることを意味する。 

同社はこの取り組みを慎重に進めており、情報が漏洩しないセキュアな環境で実施することを

徹底している 12。 

 

4.3. 可能性の解明：「チャンスマキシマム」を具現化する生成 AI 
 

● 知識サイロの打破: 140 年の歴史を持つ企業にとって、「技術資産」の大部分は、数十年

にわたる研究開発報告書、技術メモ、失効特許といった非構造化データとして存在する。

大規模言語モデル（LLM）をこの社内コーパスで学習させることで、意味検索や対話が可

能なシステムを構築できる。これにより、研究者は過去のプロジェクトを発見し、重複作

業を避け、異分野の技術間に新たな関連性を見出すことが可能になる。 
● 発明と研究開発の加速: 生成 AI は、発明者の「壁打ち」相手として機能し、解決策のブレ

インストーミング、技術文献の要約、インスピレーションを得るための隣接技術分野の特

定などを支援する 9。これは新事業創出という目標を直接的にサポートする。 



● IP ランドスケープの超強化: 戦略テーマの 10 0 %に対して手作業で IP ランドスケープを実

施するのは膨大な作業である。生成 AI は、競合他社の特許のクラスタリング、技術的な

「ホワイトスペース」の特定、特許請求の範囲の要約、新たな技術トレンドのリアルタイ

ム追跡など、このプロセスの大部分を自動化できる。これにより、10 0 %という KPI の達

成が現実的になる 9。 
● IP ライフサイクルの効率化: 他業界の先進事例から、生成 AI は特許出願書類の初稿作

成、より包括的な先行技術調査の実施、ライセンス供与や売却対象となる資産を特定する

ための特許ポートフォリオ分析などに応用可能である 13。 

 

4.4. 黎明期の戦略：タイムラインの解読 
 

重要な発見は、『知的財産報告書 2023』（2023 年 3 月までの活動を対象）において、「生成

AI」に関する言及が一切ないことである 11。この報告書は IP ランドスケープへの戦略的転換に

大きく焦点を当てているが、その実現手段として AI には触れていない。 

藤崎氏が技術資産の可視化に生成 AI を用いると述べたインタビューは 2024 年 2 月である 12。

このタイムラインは、知的財産領域への生成 AI の適用が、おそらく 2023 年後半に構想され、

2024 年から実行に移され始めた、非常に新しい戦略的推進力であることを強く示唆してい

る。 

「攻めの知財戦略」は目的であり、IP ランドスケープはその手法である。しかし、KPI として

掲げられた 10 0 %という目標は、実行上の大きな課題を生む。ここで、藤崎氏の「技術資産を

可視化する」という発言が、欠けていたピース、すなわち実現手段を提供する。生成 AI こそ

が、「チャンスマキシマム」という哲学を大規模に、かつ実用的に展開可能にする技術なので

ある。これにより、知財部門は法的なゲートキーパーから、企業のイノベーションの全歴史を

掘り起こし、未来の戦略的意思決定に情報を提供する戦略的インテリジェンスハブへと変貌を

遂げる。この一つのコンセプトが、同社の DX 投資、AI 導入プログラム、そして最高レベルの

事業戦略の点と点とを結びつける。 

さらに、知的財産報告書 20 23 に生成 AI の記述がなく 11、20 24 年初頭のインタビューで初め

てその重要性が語られたという事実 12 は、我々が成熟したプログラムではなく、まさに今生ま

れつつある極めて重要な戦略イニシアチブを分析していることを示している。これは、分析を

予測的かつ、より批判的なものにする。なぜなら、同社は「戦略的機会」のカーブの頂点にい

ると同時に、最大の「実行リスク」に直面しているからである。 

 



表 1：生成 AI の能力と古河電工の IP バリューチェーンのマッピング 
 

 

IP バリューチ

ェーンの段階 
主要な課題／

ペインポイン

ト 

関連する生成

AI の能力 
古河電工にお

ける具体的応

用 

戦略的便益

（チャンスマ

キシマム） 

1. 発明・アイ

デア創出 
知識のサイロ

化、過去の研

究の再発見、

アイデアの限

定的な相互作

用 

セマンティッ

ク検索、テキ

スト要約、ナ

レッジグラフ

生成 

古河電工の社

内 R&D アーカ

イブ（報告

書、特許）で

LLM を学習さ

せ、研究者が

過去のプロジ

ェクトを照会

し、社内の専

門家を見つけ

るための「コ

ーポレート・

ブレイン」チ

ャットボット

を構築する。 

重複作業を防

ぎイノベーシ

ョンを加速さ

せる。「Open, 
Agile, 
Innovative」な

文化を醸成

し、異分野技

術を融合させ

新事業を創出

する。 

2. 先行技術調

査 
時間がかか

る、関連技術

の見逃しリス

ク、グローバ

ル調査におけ

る言語の壁 

自然言語検

索、多言語情

報検索 

発明提案書を

分析し、言語

に関わらず最

も関連性の高

い世界の特許

や技術論文を

自動的に見つ

け出す生成 AI
搭載の検索ツ

ールを使用す

る。 

特許審査プロ

セスにかかる

コストと時間

を削減する。

より包括的な

背景技術との

対比により、

新規性・進歩

性を確保し、

特許の質と強

さを向上させ

る。 



3. 特許明細書

作成 
外部の特許事

務所への高額

な費用、作成

期間の長さ、

ドラフトの品

質のばらつき 

テキスト生

成、技術文書

作成支援 

技術者からの

構造化された

発明提案書に

基づき、特許

明細書の初稿

（背景技術、

発明の詳細な

説明など）を

生成 AI で作成

する。 

明細書作成コ

ストと出願ま

での時間を劇

的に削減す

る。知財担当

者が特許の最

も重要で戦略

的な部分であ

る「請求項」

の作成に集中

できるように

する。 

4. IP ランドス

ケープ 
非常に労働集

約的、数千件

の特許から全

体像を把握す

ることが困難 

データクラス

タリング、ト

ピックモデリ

ング、トレン

ド分析、可視

化 

競合他社の特

許ポートフォ

リオ分析を自

動化する。生

成 AI を用いて

技術的な「ホ

ワイトスペー

ス」を特定

し、新たなト

レンドを予測

し、M&A や提

携の候補先を

特定する。 

100%の IP ラ

ンドスケープ

実施という KPI 
9 の達成を現実

的なものにす

る。客観的で

データに基づ

いたインテリ

ジェンスを戦

略立案や R&D
の優先順位付

けに直接提供

する。 

5. ポートフォ

リオ管理 
数千件の特許

の商業的価値

の評価、ライ

センス機会の

特定が困難 

テキスト分

析、データ相

関分析 

特許ポートフ

ォリオデータ

と市場デー

タ、社内の製

品ロードマッ

プを関連付

け、活用され

ていない特許

のライセンス

機会や、非中

特許ポートフ

ォリオをコス

トセンターか

ら潜在的な収

益源へと転換

させ、財務パ

フォーマンス

に直接貢献さ

せる。 



核特許の売却

機会を特定す

る。 

 

第 5 章 戦略的展望と競争上のポジショニング 
 

本章では、これまでの分析を統合し、古河電工の戦略に関する将来的な評価を行う。 

 

5.1. SWOT 分析 
 

● 強み (Strengths) : 知的財産に関する専門知識を持つ経営陣による強力なリーダーシップ 
9、DX・AI・知財を結びつけた統合戦略 1、構造化された導入プログラム（AI プロモータ

ー）6、そして 140 年以上にわたる独自の貴重なデータコーパス。 
● 弱み (Weaknesses) : 新しく複雑な戦略であるため実行リスクが高い。新しい働き方に対

する組織文化的な抵抗の可能性。レガシーIT システムという基盤的な弱点の存在 5。 
● 機会 (Opportunities) : イノベーションの加速（特にマテリアルズ・インフォマティクス）

による持続的な競争優位性の創出 3。研究開発アーカイブに眠る「ダークデータ」から大

きな価値を解放する可能性。素材科学分野におけるデータ駆動型知財戦略のリーダーとな

る機会。 
● 脅威 (Threats) : AI 技術の急速な進化により、現在のツール選択が陳腐化する可能性。セ

キュリティとデータガバナンスにおける重大な課題 12。競合他社が同様の戦略を採用し、

優位性が失われるリスク。AI の「ハルシネーション（幻覚）」が、重要な研究開発や知財

の意思決定に誤った情報を提供するリスク 13。 

 

5.2. 持続可能な競争優位性の可能性 
 

古河電工にとって真の競争上の堀（moat）となるのは、コモディティ化しつつある AI 技術そ

のものではない。その優位性は、140 年にわたる素材科学研究の歴史からなる、同社独自のプ

ロプライエタリなデータセットに AI を適用することから生まれる。これらの資産を「可視

化」することで、古河電工は競合他社がデータを持たないために決して再現できない洞察を創



出できる。これこそが、データ駆動型競争優位性の核心である。 

 

第 6 章 提言 
 

本最終章では、レポートの分析に基づき、実行可能な提言を行う。 

 

6.1. 「AI プロモーター」制度の進化 
 

提言: 主要なプロモーター制度の中に、専門的なサブグループとして「IP プロモーター」を創

設することを推奨する。知財部および研究開発部門から選抜されたこれらの人材は、特許調

査、分析、ランドスケープ作成に特化した生成 AI ツールの使用に関する追加トレーニングを受

ける。これにより、汎用的な AI 戦略と、知財部門の高度に専門化されたニーズとの間に必要な

橋渡しが構築される。 

 

6.2. 知財領域における生成 AI 導入の段階的ロードマップ 
 

提言: リスクを管理し、成功体験を積み重ねるために、生成 AI- IP 戦略を 3 つのフェーズで実行

することを推奨する。 

● フェーズ 1（内部ナレッジ活用）: まず、社内の知識管理に生成 AI を活用することに集中

する。すなわち、社内の研究開発文書を照会できる「コーポレート・ブレイン」の構築で

ある。これはリスクが低く価値の高い出発点となる。 
● フェーズ 2（プロセス効率化）: 検証済みのサードパーティ製生成 AI ツールを先行技術調

査や特許出願書類の初稿作成に導入し、即時的な効率化を実現する。 
● フェーズ 3（戦略的インテリジェンス）: 経営戦略に直接情報を提供するため、生成 AI を

活用した IP ランドスケープのための高度な社内能力を開発し、ビジネスインテリジェン

ス機能の中核に据える。 

 

6.3. 知財のための堅牢な AI ガバナンスフレームワークの確立 



 

提言: 機密性の高い技術データや知財データとともに生成 AI を使用するための明確なガイドラ

インを策定するため、知財、法務、研究開発、IT セキュリティからなる部門横断的なタスクフ

ォースを直ちに結成することを推奨する 15。対処すべき主要な課題には、サードパーティ製 AI
ツールを使用する際の情報機密性、AI が生成した出力の正確性を検証し「ハルシネーション」

を回避するプロセス、そして AI が支援した発明の権利帰属の明確化が含まれる。このガバナン

ス体制は、戦略が本格展開される前に整備されなければならない。 
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